大　会　宣　言

弱者を切り捨てる社会保障の改悪をはじめ、非正規労働者の増加、無責任な派遣切り、官製ワーキングプアなどによる雇用の劣悪化に対し、国民の怒りが自公政権にＮ０を突きつけてスタートした民主党を中心とする連立政権が誕生して早１年が経過した。確かに、自公政権と比較すれば、国民目線での政策も実行されてきつつあるが、第45回衆議院選挙の政権公約と現在の達成状況を検証する限りにおいては、多くの国民の期待の声に答えているとは言えず早急な対応が求められている。また、公務労働者の視点から言えば、2010人事院勧告を上回る改悪を検討する発言は、労働基本権制約の代償措置としての人勧制度を蔑ろにすることであり到底納得できるものではない。このように公務労働者にとって厳しい状況ではあるが、愛媛県本部は、自治労第82回定期大会に提案された運動方針に県本部の独自方針を附加して、公共サービス労働者の結集と連帯、公正なワークルールの実現を掲げ、以下のことを取り組んでいく。
第１に、2010自治体確定闘争の取り組みである。人事院は、月例給、一時金ともに引下げ、特に50歳台後半層の賃金に一定率をかけて削減するなどを内容とする給与勧告を行った。人事院の勧告をうけ、県本部は、四国地連と連携し、四国4県の人事委員会交渉や県人事委員会交渉を集中的に行い、高齢者職員を対象とした賃金改悪反対や自宅に係る住居手当の存続を強く求めた。2010自治体確定闘争においては、全単組で要求書を提出し､確実に団体交渉を行い、合意した事項については協約書を締結する取り組みを確立しよう。また、生活を守るための水準確保を基本とし、臨時･非常勤職員をはじめ、公共民間で働く職員の賃金労働条件の改善、労働安全衛生の確立、適正な人員配置などの問題解決に向けて団体交渉を強化しよう。

第２に、公務員制度改革の実現である。労働基本権回復の早期具体化にむけて、中央・地方において積極的な取り組みが求められている。現場段階での「自律的労使関係」を構築するため、「要求－交渉－妥結」の闘争サイクルの確立にむけた取り組みを引き続き推進しよう。さらに、連合・公務労協・全消協との連携を強化し、消防職員の団結権の獲得を確実なものとするとともに、全自治体における消防職員の組織化に全力で取り組もう。
第３に、公共サービス労働者の総結集にむけた組織強化・拡大の取り組みである。今年で２年目に入り、一部の単組では拡大に向けた取り組みが進み出した。また、未加盟未組織の自治体においても労働組合運動の必要性が認識されつつある。今後は、この動きをさらに加速させ、２６番目の新単組結成に向けて、すべての公共サービスを担う労働者の総結集を全力で進めよう。

第４に2011春闘の取り組みである。県本部は､この間、確定闘争に重点を置いて取り組みを進めてきたが、2012年度の人事院勧告制度の廃止にともない、確定から春闘に運動がシフトすることから、2010年春闘より確定闘争と同じ認識で取り組むことを中央委員会や執行委員会で確認し運動を展開してきた。2011春闘では、2010春闘の総括を踏まえ、各自治体間で山積する課題の解決に向け「春闘―人勧期―確定」の年間運動サイクルを確立した取り組みを進めることが重要である。全国一般や公共民間労働組合の運動に学び､取り組みの強化を図ろう。
　最後に、来春に実施される自治体統一選挙である。県本部は、組織内議員である県議会議員の「石川みのる」の２期目の必勝をめざして取り組むことを執行委員会で確認した。選挙では２期目が一番厳しいたたかいになると言われている。この間、「石川みのる」は、県議会において、公務労働者の生活を守る立場で議会活動を行ってきた。我々にとっては、絶対に必要な議員である。自治労愛媛県本部の組織の総力をあげて「石川みのる」の必勝に向けてたたかおう。

　以上宣言する。　　　
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